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午前１０時００分開会 

○越山部会長 定刻の１０時になりましたので開催させていただければと思います。皆様、

おはようございます。第３回「東京都消費者教育推進協議会」を開会いたします。 

 まず初めに、事務局から定足数の報告と配付資料の確認をお願いいたします。 

○企画調整課長 企画調整課長の赤羽でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日の出席状況でございますが、当協議会は委員５名と専門員３名で構成されておりま

す。現在、委員が４名、専門員２名の御出席をいただいておりまして、東京都消費生活対

策審議会運営要綱第８に定めます委員の半数以上の出席という開会に必要な定足数に達し

ておりますことを御報告いたします。 

 なお、上村委員は２０分程度おくれていらっしゃるという御連絡をいただいているとこ

ろでございます。 

 なお、この協議会は、消費生活対策審議会運営要綱第１１により、公開の扱いとさせて

いただきたいと思います。議事録についても公開する予定でございますので、御了承いた

だきたいと思います。 

 次に、お配りしております資料を確認させていただきます。 

 お手元の会議次第をおめくりいただきまして、１枚目、資料１が委員名簿でございます。 

 資料２が幹事・書記名簿でございます。 

 資料３が「東京都消費者教育アクションプログラム 平成２７年度取組実績」でござい

ます。 

 資料４が、Ａ３判になりますけれども、「東京都消費者教育アクションプログラムにおけ

る到達目標の設定について（案）」でございます。 

 資料５が「東京都消費者教育アクションプログラム 平成２８年度取組予定」でござい

ます。 

 そのほか参考資料といたしまして、Ａ４判ホチキスどめの「東京都消費者教育アクショ

ンプログラム取組実績（２７年度）取組予定（２８年度）調査票」をおつけしてございま

す。 

 そのほか机上に「東京都消費者教育推進計画」の冊子。 

 ２７年度版のアクションプログラムの冊子をお配りしてございます。 

 不足している資料等がございましたら、どうぞお知らせいただければと思います。 

 また、恐れ入りますが、消費者教育推進計画の黄色い冊子につきましては、終了後、机
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上にお残しいただければと思いますので、どうぞ御協力よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○越山部会長 ありがとうございます。 

 資料の過不足等はございませんでしょうか。よろしいですか。 

 それでは、審議に入りたいと思います。 

 本日は、消費者教育アクションプログラムの２７年度の取り組み実績の報告をもとに、

次年度以降のアクションプログラムについて御審議いただきたく、今後の消費者教育の取

り組みについて協議していくこととしたいと思います。 

 まず、事務局から消費者教育アクションプログラムの本年度の取り組み実績について御

報告をお願いいたします。よろしくお願いいたします。 

○企画調整課長 それでは、資料３に基づきまして、消費者教育アクションプログラムの

平成２７年度の取り組み実績について御説明をいたします。 

 まず、到達目標でございます。「効果的な消費者教育の展開に向けた取組」の中に２つの

到達目標を設定しております。ひとつは、新たに連携する団体の数、またもうひとつは、

消費者教育推進地域協議会またはそれに類する連携のための組織を設置している区市町村

等の数ということになっております。 

 この新たに連携する団体の数につきましては、２７年度の到達目標に３０団体を掲げて

おりましたところ、２７年１２月末現在で５２団体の連携を果たしたところでございます。

昨年度が４５でございましたので、この１年間で７団体と新たに連携をいたしました。 

 また、下段の消費者教育推進地域協議会の区市町村で設置している数でございますが、

こちらは２７年度の目標達成に対しましては４区市町村、昨年は３区市町村でございまし

たので、１つふえたということになっております。 

 この数値等につきましては、次の議題で詳しく御議論いただくことを予定しております

ので、従来の考え方の数値の報告にとどめさせていただこうと思います。 

 「具体的な取組」につきまして、取り組み実績を２７年１２月末現在の状況で御説明さ

せていただきます。 

 まず、１つ目の多様な主体との連携のテーマでございます。大学等の連携による消費者

教育につきましては、新入生ガイダンス、ゼミなどそういったところに東京都消費者教育

啓発員を派遣して実施したところ、回数としては４２回、１５校で受講者数は６,６０４人

ということになっております。 
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 また、事業者・事業者団体との連携による啓発ということでは、事業者や事業者団体が

従業員向けに消費者教育に関する自主的な取り組みを促すために積極的な取り組みを行っ

ている団体等の事例をホームページに、先進事例として紹介するということで「東京くら

しＷＥＢ」に掲載をしているものでございまして、２７年度は３団体を御紹介いたしまし

た。 

 また、事業者・事業者団体との連携による出前講座につきましては、新入社員向けに７

回、中堅社員向けに１１回、合わせて約１,０００名の方々に受講いただいたということで

ございます。 

 また、事業者・事業者団体との連携による都民向けの講座に関しましては２回開催いた

しておりまして、内容といたしましては、１つ目２７年７月に開催したものは、専門員で

もあります金融広報委員会様と連携をさせていただいて開催し、受講者数は２５０名弱と

いうことでございます。 

 また、もう一回２７年９月は、こちらは金融庁、日本ファイナンシャルプランナー協会、

全銀協など、と連携をした事業でございます。 

 消費者団体や事業者・事業者団体、民間ＡＤＲなどと連携した消費者教育を担う人材の

育成では、消費者問題のマスター講座や消費者教育の講座にそれぞれの各団体からの専門

知識をお持ちの方を講師として派遣していただくということで、マスター講座では４テー

マ、教員講座では７テーマに御協力いただいたところでございます。 

 また、あわせてそれぞれの団体様が自主的に消費者教育の教材を作成して消費者教育の

普及啓発に努めていらっしゃるようなところが多数ございますので、それらの教材を御紹

介するため展示したのが１７団体、また、それぞれの団体が学校向け等に出前講座を実施

しているということが多数ございましたので、そのような情報を御提供したということで

ございます。 

 また、消費者団体、事業者団体が実施する消費者教育や普及啓発事業に関する情報をフ

ェイスブックやツイッターでそれぞれ原則的に写真を入れてなるべく雰囲気がわかるよう

な形で情報発信をしたということでその回数を記載してございます。 

 おめくりいただきまして、２つ目のテーマ、区市町村への支援ということでございます。

区市町村の消費者教育推進への支援ということで、多摩の消費生活センターにおいて、市

町村で取り組みが進みづらいようなところと共催をして消費生活講座を開催するというこ

とで、企画の御提供や講師の情報提供などにつきまして連携して行ったものでございまし
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て、回数としては１３回、受講者数としては２００名を超える人数でございます。 

 また、各区市町で独自に出前講座等を実施している団体が多くございますけれども、そ

の中でも講師の派遣の調整がうまくつかないなどの理由でなかなか開催に至らないような

ときには東京都のコンシューマー・エイドを派遣して区市町村の講座を支援するという仕

組みにより１４回の支援をしたということでございます。 

 また、区市町村の消費者教育を担う人材の育成支援ということで、これは昨年度から取

り組んだところでございます。消費者問題マスター講座に関しまして、区市町村の優先枠

を設けまして、区市町村を通じて申し込みのあった受講生を優先的に受け入れて、その後

の区市町村での活動につなげやすくするという取り組みでございます。これは今年度１７

区市から民生・児童委員とか地域の消費者団体等で御活躍の方３９名を受け入れておりま

す。これは昨年実施いたしましたときに大変好評で、今年は少し申し込み期間を早目に御

紹介してこの人数をお受けしたということでございます。 

 消費者教育モデル事業、今年度は５区市において先駆的な取り組みや他の区市町村での

今後の展開が可能となるような取り組みを実施いたしまして、事業実績の報告書を各区市

町村にお配りするとともに、「東京くらしＷＥＢ」で取り組み事例として御紹介するという

ものでございます。５区市は右側に記載の区市でございます。 

 区市町村における消費者教育推進地域協議会等の設置への支援ということに関しまして

は、各区市町村の目標値にもなっておりますので、モデル事業の選定対象区市を中心に都

協議会の傍聴の呼びかけ等を実施いたしまして、設置促進に努めたところでございます。 

 次の「ライフステージごとの取組」でございますが、まず、若者の消費者被害の防止と

いうことに関しましては、通年やっております若者向けの悪質商法被害防止キャンペーン、

これは各近隣県市と協力をいたしまして、１月から３月にかけてキャンペーンを実施して

いるということでございます。 

 ２番目の若者向けに悪質商法の手口をわかりやすく紹介する効果的な取り組みといたし

ましては、民間ウエブサイトの芸人ラボとタイアップいたしまして、若手の芸人さんや大

学生、そういった方々が悪質商法をテーマに漫才、コントをネット動画で公開するという

ことで、今年度は大学祭の啓発イベントとして３大学の大学祭において開催するとともに、

池袋のサンシャイン劇場で公開収録イベントを行いまして、多数の御来場をいただいたと

ころでございます。 

 ３－３と３－４の出前講座に関しましては、先ほど内容といたしましては連携のところ
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で御説明しました出前講座、出前寄席でございます。その中で大学生向け、若者向けの人

数を抜き書きしたものでございます。 

 また、出前講座などにおきましてわかりやすい教材を御提供するということで、飯田橋

四コマ劇場、これは高齢者向けもつくっておりますが、若者向けもつくりまして、これは

大変好評いただいておりますので増刷をして、それぞれの新入社員研修などで御活用いた

だけるように提供しているものでございます。 

 また、スマートフォン用ゲームアプリのような、これは約３年前につくりまして、ゲー

ム上方にテロップを流して注意喚起をしたり、架空請求の事業者名等の生活関連情報を迅

速に配信するという事業に取り組んでいたところでございますが、一定の効果が見られ、

また、利用者を確保するためにはゲームという性質上かなりの更新が必要だということ、

また、ＯＳが変わるとそれに合わせた機能改修が必要ということで、かなり費用がかかる

ということで、費用対効果を勘案いたしまして、このゲームアプリは平成２７年度をもっ

て事業終了ということにしております。今年度の配信情報数は、１８０件でございます。 

 続きまして、次のページ、「東京くらしＷＥＢ」の機能向上ですけれども、こちらはスマ

ートフォンの普及に伴いまして、「東京くらしＷＥＢ」にレスポンシブデザインを導入いた

しまして、つい最近、１月１９日から導入いたしましたので、もしお時間があればお試し

いただければと思います。 

 次の高齢者の消費者被害の防止という項目に関しましては、高齢者の悪質商法被害防止

キャンペーン、これも例年やっているものですけれども、９月の敬老の日を中心にキャン

ペーンを展開しておりまして、ポスター、リーフレット、「高齢者被害１１０番」等々の事

業を行ったところでございます。 

 高齢者見守り人材向けの出前講座といたしましては、ホームヘルパーさんとかケアマネ

ジャーさん、また、民生・児童委員など、高齢者を見守る立場の方々を対象に被害に遭い

やすい消費者トラブルや被害発見のポイント、また、それを消費生活センターにつなぐな

どの対処方法などを内容とする講座を実施いたしまして、現在のところ１９１件で５,００

０名弱に受講いただいたということでございます。 

 次は、高齢者が集まる機会を利用して、高齢者に見守り、見守られる立場ということで、

介護施設、老人会、町内会等、そういったところにコンシューマー・エイドや出前寄席な

どの事業を展開したということで、出前講座としては２６回、出前寄席は１７１回という

ことで、１万人を超える方々に御参加いただいたということでございます。 



 

６ 

 

 高齢者向けに悪質商法の手口をわかりやすく紹介する効果的な取り組みといたしまして、

上段は試行として実施したものでございますが、宅配事業者と連携いたしまして高齢者世

帯に悪質商法に関するリーフレットを届け、注意喚起を実施するということで、審議会の

答申の中でも記載がございました事業でございまして、９月から１１月にかけてヤマト運

輸と生協さんの御協力を得て約７万部のリーフレットを配布いたしました。 

 次の下段になりますけれども、これは先ほど申し上げましたシニア層向けの４こま漫画、

飯田橋劇場が御好評ですので３万部増刷して配布しているということでございます。 

 生活協同組合と連携した高齢者向けの消費者教育セミナーの実施といたしましては、地

域の生活協同組合と連携するということで、消費者被害防止をテーマにした講演会等を企

画・実施するということで、こちらは今後１月から３月にかけて４回実施する予定で、現

在、企画を進めているところでございます。 

 地域における高齢者見守りネットワーク支援ということでは、こちらは高齢者の見守り

の実態の調査を行いまして、それを審議会の検討資料として活用したといったところでご

ざいます。 

 ５番目の子供の安全の確保のテーマに関しましては、子供の事故防止に向けた情報発

信・普及啓発ということで、キッズデザイン協議会や東京都立産業技術研究センター、産

業技術総合研究所と共催をいたしまして、セーフティグッズフェア等を開催いたしまして、

今年度から商品の展示やセミナーに加えまして、その場で販売し、御購入いただけるよう

な取り組みを始めたところでございます。 

 また、展示商品等につきましては、「東京くらしＷＥＢ」でも御紹介をして、より普及啓

発を図ったところでございまして、延べ来場者数としては５,０００人を超える方々に御来

場いただいたということです。 

 また、そのほか子育て世代が多く集まる各種イベントや消防庁の防災館、また、区市町

村が開催する消費生活展などへ家の中の危険が一目でわかる模型やパネルの提供など、連

携した啓発活動を実施いたしました。 

 次の子育て支援団体等とのネットワークを活用した啓発といたしましては、先ほど申し

上げましたセーフティグッズフェアで体験型ワークショップやセミナーを実施、御好評い

ただいたところでございます。 

 最後に、幼児等を対象とした事故防止ガイドの活用等ということでは、ヒヤリハット調

査に基づきまして乳幼児の身の回りの製品事故防止ガイドを作成いたしまして、都内の保
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育所、幼稚園、保健所等へ配布するとともに、「東京くらしＷＥＢ」等で配信いたしまして、

こちらは印刷物といたしまして４万部を配布いたしたところでございます。 

 大変雑駁ですが、以上でございます。 

○越山部会長 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの報告をもとに平成２７年度の取り組み実績についての御質問、御

意見等がございましたらお願いいたします。この資料３のほうで、最初の１ページ目から

でも順次でも結構です。お気づきの点等がございましたらお願いいたします。 

 まず、１ページ目の一番上のところにあります到達目標の件、これは初年度の２５、２

６、２７の３か年ではこのような目標を立ててきていますが、本年度はちょうど見直しの

時期にも当たりますので、どんな目標値をつくるかに関しては後ほど議論していただけれ

ばと思います。 

 ただ、本年度の実績の数値や、それぞれ行っております実績内容、活動について、もう

少し追加説明をお願いしたい、そういう点がございましたらお願いできればと思います。

よろしいでしょうか。 

 お願いいたします。 

○長谷川委員 到達目標のところで目立つのは、目標数に対して実績を満たすという教育

推進地域協議会の設置の部分で目標に届いていない部分も見られます。いろいろな理由、

状況かあろうかと思うのですが、このあたりについてどのような総括をされているのか、

お伺いさせていただければと思います。 

○企画調整課長 区市町村に対しましては、設置の働きかけ等は実施しているのですけれ

ども、やはり会議を設置するということはかなり労力的にも内部調整的にも時間がかかる

ものでございます。また、各区市町村の首長さんの御意思、判断によるところも大きいの

で、そちらのほうで御理解いただけるような働きかけを行っております。状況といたしま

しては、まだそれぞれの区市町村さんのほうで、本当に設置してどういう利点があるのか、

消費者教育が進められるのかなど、そういう情報収集等を行っている段階というふうにお

聞きしておりまして、その準備段階にあるところは複数あるようにお聞きしておりますの

で、これをもう少し続けることによって拡大していくのではないかというように思ってお

ります。 

○越山部会長 実は、私もこの協議会の設置状況について昨年あたりからいろいろ教えて

もらったりしていますが、東京都などの都道府県レベルは結構進んでいます。しかし、市
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町村レベルではそれに近い組織や活動はありますが、協議会という法律で定めている組織

名称で動き始めるのはなかなか難しいような状況もあるようです。 

 ただ、やらないわけではなくて、少しずつそういう方向に向かっているのは事実かと思

いますし、あとは、東京都などの都道府県がどんどん引っ張っていかないとなかなか組織

化されるのは難しい部分もあるのかなというような印象は持っております。若干ですが補

足させていただきました。 

 ほかにこの資料について、または、これに書いていないことでも結構ですが、本年度の

実績について、ぜひ御忌憚のない御意見、御質問等をいただければ幸いです。 

○上村委員 今の区市町村で連絡協議会を設置するということに関して、非常にハードル

高く思っていらっしゃるところが多いのではないかと思うのです。具体的に消費者庁の県

レベルのところでもやっている会議に教育委員会の方に入っていただいて、それを連絡協

議会ということで認めようという方向を内部の方がお認めになられると動き出すというと

ころもあるかと思いますので、実績は本当にあるのだという、そんなに難しいことを改め

てやり出そうというのではなくて、いろいろやっていらっしゃることを話し合う場をどう

やってつくっていくかということを御理解いただければ、この数をかなりふやしていくこ

とができるかと思いますので、その辺の情報提供を東京都のほうからしていただけるとち

ょっとハードルが下がるのではないかと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○越山部会長 ほかはいかがでしょうか。何かお気づきの点で結構です。 

 １ページ目にあります多様な主体、その次のページのライフステージごと、それぞれ基

本計画を立てたときのコラムどおりに毎年実績の数値を書いていただいていますお手元の

ピンクの冊子のアクションプログラムの最後のほうに昨年度の実績が出ています。これと

比較しても、どれもほぼ増加といいますか、かなり積極的に活動されているということは

おわかりになるかと思います。ただ、全てが全てそうではなくて、やってみてなかなか難

しいとかいう部分もでてきます。先ほどのゲームアプリもそうですが、私も入れてみまし

たが、やはり機種が変わったりするとついついまた再ダウンロードしたりする手間が必要

で、そういうことを考えていると、せっかくおもしろいゲームですが、なかなか維持をす

るのが大変だなということもあるかも知れません。ただ、寄席や若者向けの活動を非常に

積極的にやっておられるので、そういう部分で結構カバーされている部分もあろうかと思

います。 

 ほかに何かございますでしょうか。よろしいですか。 
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 それでは、この後、来年度以降のアクションプログラムの具体的な数値目標の議論に入

りたいと思います。資料３の実績のデータに関して追加でもう一度確認した上でというよ

うなことがございましたら、またその旨御発言いただければ幸いに存じます。 

 それでは、審議の２として、東京都消費者教育アクションプログラムにおける到達目標

の設定についての議論に入らせていただければと思います。 

 東京都消費者教育推進計画及び東京都消費者教育アクションプログラムでは、効果的な

消費者教育の展開に向けた取り組みの中の２つの施策として推進計画の中間年度である平

成２７年度の到達目標を設定し、その進捗状況を確認しながら実施することとされており

ました。黄色い冊子のほうの基本計画ですね。平成２７年度の到達目標の実績を確認し、

消費者教育推進計画の期間である平成２９年度までの到達目標について検討する必要が出

てまいっております。事務局で平成２９年度までの到達目標についての現状を踏まえた課

題及び目標設定の考え方について整理していただいております。こちらをたたき台に今後

の到達目標について御審議いただければと思います。 

 それでは、事務局の方、お願いいたします。 

○企画調整課長 それでは、お手元の資料４で説明をさせていただきますのでよろしくお

願いいたします。 

 まず、今、部会長から御説明があったように、「現在の到達目標について」というのを１

番のところに書かせていただいておりまして、今、実績のところでも御説明したところで

すけれども、多様な主体との連携といったところでは、まず、到達目標設定の意義をおさ

らいいたしますと、消費者教育というのは対象領域が大変広いために消費者教育等を担う

それぞれの主体が得意としている分野のノウハウを有効に活用していく必要がある。また、

これまでも消費者団体との連携が中心になっていたところですけれども、今後は事業者・

事業者団体、大学、民間ＡＤＲ機関など連携の機会が少なかった主体との連携を特に強化

し、さらに効果的な消費者教育に取り組んでいく。そういったような趣旨から、新たに連

携する団体の数ということで到達目標を設定したところでございます。目標数としては３

０団体のところを現在５２団体ということになっております。 

 ２つ一遍に御説明をするとわかりにくくなってしまうので、まず、多様な主体との連携

につきまして順番に説明をさせていただきます。 

 現行の到達目標における成果と課題ということで、左側の２番のところで説明させてい

ただきますと、多様な主体との連携に係る到達目標の成果と課題につきましては、到達目
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標を設定したことによりまして事業者・事業者団体、大学、民間ＡＤＲ機関など、連携の

少なかった団体を中心に到達目標を超える新たな団体との連携が行われたということは成

果として考えております。 

 ただ、新たに連携が行われた団体の中には事業の内容によって毎年度継続した連携とな

らないものもありまして、この到達目標として設定した新たに連携した団体の数は各年度

の連携実績の実態をあらわしたものではないということになっております。 

 また、新たに連携する団体の数のみが数値目標であるため、これまで連携してきた団体

との事業展開の状況ですとか、新たに連携した団体に引き続き事業の実施を働きかける継

続性を持つ、そういったようなフォローアップによる実績がなかなか明確に示されないと

いう状況がございます。 

 それを踏まえまして、３の「今後の到達目標の設定について」事務局で検討いたしまし

たところを説明させていただきますと、２５年度から２７年度までの３年間は新規の団体

との連携拡大に取り組んでまいりました。後半の２８年度、２９年度も新たに連携する団

体への働きかけということはもちろん行うのですけれども、これまで連携実績のある団体

や３年間の取り組みにより新たな連携を実施した団体との継続的な連携とか、従来の連携

とは異なる事業での連携など、連携の幅を広く、強化する、そういったところでさらなる

連携強化を図りたいと考えたところでございます。 

 それを踏まえまして到達目標は２段階にいたしまして、平成２９年度は計画の最終年度

になりますけれども、連携する団体等の全体の実数と平成２８年度と２９年度に新たに連

携する団体の数という２段階で設定したらいかがかと思っております。 

 また、連携の実態を明らかにするために連携の趣旨や連携の手法、連携事業の内容で全

ての団体を分類して各年度における実績を整理したいと思っております。 

 ここで、今、言葉だけではなかなかわかりにくいかと思いますので、委員限りというこ

とで詳細な資料を配付させていただきます。これは団体さんに公表するという前提で御了

解をいただいたものではないので、この会議終了後机上にお残しいただければと思います。 

（資料配付） 

○企画調整課長 今、お配りしたものを御説明させていただきますと、まず、一番左側の

ところが連携の趣旨ということになりまして、なぜこれが多様な主体との連携かという意

味づけを少し整理したものでございます。 

 まず、１ページ目が連携の趣旨といたしまして、団体等が都の専門性・能力・情報を活
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用することによって事業効果の拡大を図るということで、それの具体的な手法といたしま

しては、都からの講師（コンシューマー・エイド等）の派遣ということで、会場や集客は

それぞれの主体が行うのですけれども、講師派遣は都の役割分担ということで事業効果を

高めるということでございます。 

 これら今まで御説明してきた事業をどういうことかということで分類しますと、ここに

該当するのが事業者等との連携による出前講座、ここで連携団体としては２６団体、また、

大学等の連携による出前講座ということでは１５団体、高等学校との連携による出前講座

ということでは１３団体、特別支援学校との連携による出前講座ということでは２団体、

事業者等の連携による出前寄席ということでは１９団体、大学等の連携による出前寄席で

は５団体ということになっております。 

 ２ページ目は、連携の趣旨といたしましては、都と団体が協働で事業を実施することに

よる事業内容の充実、集客の拡大ということで、事業を都と団体が協働・共催して実施す

るということで、ここの１つ目は消費者月間事業で、各シンポジウムとか交流フェスタと

いったものを主催、共催、協賛等をやっておりまして、そこの団体が２８団体。また、生

活協同組合に加盟する生協のネットワークを活用して消費者教育事業を共催で実施すると

いうことで、連携先としては生協の連合会の１団体。集団的消費者被害回復訴訟制度の施

行に向けた啓発セミナー等を実施するということでは１団体。次は、先ほど御説明したセ

ーフティグッズフェア、こういったものを共催で実施しております団体が３団体というよ

うなところで、大規模講座や多様な主体との連携講座、出前等と連携した団体、また、出

前寄席の最後の部分は、演者として御協力いただいている団体さんを数えたものでござい

ます。 

 ３ページ目でございますが、これは都が団体との専門性・能力・情報を活用することに

よる事業効果の拡大ということで、団体等からの専門分野の講師を派遣いただく。これは

各記載があります実験実習講座やマスター講座や教員講座、そういったものにそれぞれの

団体のノウハウを生かして消費者教育に御協力いただくというものでございます。 

 その下の団体との専門知識・情報を活用した資料の配布ということで、これは先ほど事

業のところでも御説明しましたけれども、各団体さんが自主的なお取り組みで消費者教育

用の教材をおつくりになったようなものを教員講座や区市町村のセンター所長会等で御紹

介させていただきまして、学校活用できるいい教材がいっぱいございますので、都がつな

ぎ、そういったもので双方の効果を図っていく。そういったところと、あと、消費生活総
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合センターでパネル展示をしていただいている団体。また、事業者の消費者教育に関する

自主的な取り組みを都のホームページで御紹介しておりますので、そういった取り組み等

を考えております。 

 こういったもので２７年度の数を分類いたしますと、大体どういうような目的でどうい

うような団体数と連携しているかというのが見てとれますし、延べで言うと１９０団体に

なりますが、いろいろな事業で連携いただいているところがありますので、実数といたし

ましては１６４団体ということでございます。 

 イメージをおつくりいただいたところで最初の資料に戻らせていただきます。 

 このような考え方でそれぞれの連携の実態を明らかにした上で、枠の中になりますけれ

ども、平成２９年度の到達目標といたしましては、連携する団体数ということで１８０団

体、参考ですけれども、２７年度の１２月末現在で言えば、今、御説明しました１６４団

体ということでございますので、同じような数え方で２９年度までに１８０団体を目指す

といったところでございます。 

 また、２８年４月以降、２８年度、２９年度で新たに連携する団体の数といたしまして

は２０団体を目標値として掲げたいということを考えております。 

  どのような団体を目標とするかということを事務局内でいろいろ議論しまして、まず、

当然、消費者教育をやらなければいけないという団体は連携先としては除こうということ

で、例えば消費者庁とか国センさん、区市町村で消費者教育をやるべきところというのは、

事業としては報告しますけれども、目標とする団体数には双方主となるものですので入れ

ないということで考えております。 

 また、区市の小中学校に関しましては、先ほど区市町村でできなかったところを支援す

るという取り組みはしているのですけれども、もともと小中学校は区市町村の消費者部門

で教育を行うというような役割分担になっておりますので、そこに東京都が目標値を掲げ

て切り込んでいくといったところは役割分担の趣旨が異なりますので、そこは区市町村の

小中学校に関しましてはそれを支援する立場にとどめるということで目標というところに

は入れない。実績としてはちゃんと御報告していきます。 

 また、基本的には主体として消費者教育を進めていこうという意思があるということを

かんがみますと、ある程度法人格があるような団体といたしました、老人会などそういう

実施主体と受ける人が同じといったところは連携団体というところには入れないようなカ

ウントの仕方をしております。 
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 先ほど申し上げましたように、いろいろな連携をしていても団体としては１、例えば大

学のいろいろな学部で始まっても、やはりそれは１つの大学としては１つというようにカ

ウントすることとしたいと考えております。講座の実績数とかそういったところは何回と

いうようなところでのボリューム感は違う方向で数えていくということで、あくまでも連

携団体として数えていくといったときにはそのような整理が必要かなといったところです。

余り膨らませてしまうと実態が見えなくなってしまうということがありますので、そうい

った整理で現在考えているところでございます。 

 区市町村への支援も続けて御説明してしまってよろしいでしょうか。 

○越山部会長 結構です。 

○企画調整課長 区市町村への支援は、先ほど長谷川委員から御質問もいただいたところ

でございますが、区市町村の教育の推進協議会に関しましては、１０の区市町村に対して

４つの区市町村さんのお取り組みが実績だったということがございます。 

 ２の成果と課題といったところでは、ちょっと繰り返しになる部分もありますが、都で

は区市町村に対して都の協議会や都内の区市町村が設置した協議会に係る情報提供等を行

いまして支援を行ってきたのですけれども、まだ区市町村さんのほうでは情報収集をしな

がら設置の検討を開始した、そういうような状況でございまして、設置の実現には至って

いないということがございますので、２７年度までに目標とする数値には届かなかったと

いう状況がございます。 

 今後の到達目標といたしましては、今、中間年度には届いていないのですけれども、検

討を始めたところも出てきておりますし、地域におけるこういった協議会の設置などの推

進体制づくりへの支援を実施していくという意義は継続してございますので、目標年度を

延長したいというように思っております。 

 ですので、２９年度の到達目標といたしましては、協議会またはそれに類する連携をす

るための組織を設置している区市町村数としては１０区市町村というふうにさせていただ

きたいと思ったところでございます。 

 以上です。 

○越山部会長 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの説明をもとに今後の到達目標について御審議いただければと思い

ます。 

 今、多様な主体との連携と区市町村のシェアの２つを御提案いただいております。この
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テーマの立て方ですが、昨年度までの延長上という形で、特に新たなテーマの具体的な目

標を設定しているわけではなく、この方向性でそのまま進んでいきたいというようなお考

えであると思います。 

 まず最初に、その件についてはそういう方向性でよろしいかどうか、何か御意見とか御

質問とかございますでしょうか。 

○上村委員 多様な主体との連携と区市町村への支援という２つの柱をこのまま継続する

ことには賛成をいたします。いろいろ活動がされているのですけれども、例えば連携の数

え方、どういう団体と連携しているのかの数え方が今まで明確でなかったのでやっている

ものを見せられなかった。あるいは、区市町村のほうもそういう活動を、こうすれば協議

会を設置したということで公にできますよというところを向こうにお伝えし切れていなか

ったというところで、特に区市町村のほうは数字が到達目標に達しなかったというところ

から考えるならば、今まで目指してきた２つの流れを、実績、こんなふうに動いています

よというのをきちんと見せられるような形にするというので目標は変えず、より数字が現

実的な活性化しているところを反映できるような形で今回やっていくという方向で２つの

柱は変えないということに賛成したいと思います。 

 以上です。 

○越山部会長 ありがとうございます。 

 ほかに何か本件についてございますでしょうか。 

○宮阪専門員 先程、「連携」という言葉の使い方の御説明がありましたので理解しました

が、「連携」という言葉の定義をはっきりさせないと誤解が生じると思います。普通、「連

携」といえばどこどこと一緒になって連携し活動するという使い方をすると思いますので、

例えば高等学校に出前講座に行くことで高等学校と連携がはかれたというのは何かピンと

こないというのが正直な感想です。ですから、到達目標や実績をしっかりと開示するので

あれば、「連携」の定義や、「実績の内訳」を確りと示したほうが良いのではないかと思っ

ています。そうでないと、数だけが膨らんで見えてしまいますので。 

 以上です。 

○越山部会長 ありがとうございます。 

 今の数値へのご意見や、先ほどの上村委員の数の数え方についてのご意見から、この２

テーマに関してはほぼ御了解いただけたとして、この２つの御提案について引き続き本文

についての議論に入りたいと思います。 
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 まず最初に、多様な主体との連携のお話です。ここでは目標３０団体が実績値では５２

団体になりました。カウントの方法が新たに説明があり、１８０団体となりましたが、本

日追加で配布された資料で内訳を見せていただくと、実態がよくわかりました。この新し

いカウント方法ですと、クリアでわかりやすくなったこともあり、個々の数値の目標をア

ップしていくことが可能なのかも思えます。ただ、本件について、１番目の多様な主体と

の連携のカウントの方法も含めて、この数の考え方、あとは、どういうところが不足して

いるのではないかとか、そういう点も踏まえて御意見等をいただければ幸いです。 

○洞澤委員 今回、後から配付していただいた資料で連携の趣旨と具体的な手法などをき

ちんと整理していただいたことで、数の数え方として私自身は明確になったというふうに

思っておりますし、このように整理したことによって、今後連携の方向性としてどういっ

た部分を重視してやっていけばいいかということも比較的見えてきたかというふうに思っ

ています。 

 私自身は、後から配付された整理の資料の中では、都と団体等が協働して事業を実施す

ることによる事業内容の充実、集客の拡大という２枚目の部分は非常に重要かなというふ

うに思っておりまして、今後こういったところを特に重点的に拡大していくとよいのでは

ないかと思います。 

 また、こういった整理がなされたことによって、新たにふやしていくという方向性だけ

ではなくて、これまでの連携の実績がある団体とどういうふうにつながっていくかという

ことについての目標も見えやすくなって、より到達目標を中身のあるものにしていけたの

ではないかというふうに思いました。 

 以上です。 

○長谷川委員 私も同じような意見ですが、多様な主体との連携、連携の定義について先

ほど御意見があったのですが、こういう活動というのはアクションを起こすほうと受ける

ほう、つまり場を用意するほうとのコミュニケーションも必須であります。その意味では

一緒に同じようなことをやるという連携もあれば、やるほうと受け手が気持ちを合わせて

１つの企画を成立させるような連携、協働という仕組みはあって良いと思います。そうい

う視点から見ますと、このような非常に多くのコンタクトポイントを確認できたというこ

とは活動の成果として評価されていいのではないかと思います。 

 それから、市町村の協議会につきましては、これはむしろ行っていく活動体をふやす意

味合いがあろうかと思います。いろいろ難しい点、自主性を尊重する必要もあると思いま
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すので、どんどんというわけにはいかないと思うのですが、育成なり働きかけを継続して

いくことが、このような受け手と行う活動を充実させる上でも非常に重要ではないかと思

います。よろしくお願いしたいと思います。 

○越山部会長 ありがとうございます。 

 ところで、皆様、資料の詳細がわかってきました。これと先ほどの本年度の実績のデー

タとの関係でも、中身は大分クリアになってきたでしょうか。先ほどの実績報告の中では

コンシューマー・エイドやマスターをどんどん育成して、彼らにいろいろな消費者教育の

担い手になってもらおうという活動が見えてきました。それは非常に有意義だと思いまし

たが、今度この実績表で見ると、出前講座の中に一部コンシューマー・エイドさんにお願

いしたり、一部連携機関にお願いしたりというようなケースが見られ、わかりにくくない

でしょうか。 

 確かに１ページ目の左側の２番目のところに都からの講師、コンシューマー・エイド等

の派遣と書いてありますが、これと先ほどの金融広報委員会様のように、いろいろな専門

の機関がかわりに出前講座の講師を引き受けるケースもあると思います。多分、講座のテ

ーマによっては、同じ連携の一つの活動としてカウントされ、この辺が整理の方法によっ

ては、十分意味がある方向と思えますがいかがでしょうか。 

○企画調整課長 まず、現状の数え方と事業の実績ということになりますけれども、連携

の実績は、先ほど申し上げましたように、１つの団体で何回やっても１は１というように

数えております。だから、新入社員向けにやっていただいて、退職者用にもやっていただ

いて、中間層にもやっていただいてという、事業実績としては何回というのが数えられて

いるところでも、こちらでは１は１といったところで整合はとれないという状況になりま

す。 

 あと、事業者団体さんなどが小学校とかに派遣しているというようなところは、我々の

ところはこういう団体さんがそういう事業をやっていますという具体的などこどこ協議会

とかどこどこ協会とか、そういうような御紹介までを実績としてとらえていますけれども、

そこに対して幾つの連携というか、そこに幾つお申し込みがあって事業が行われたとか、

そういったところまでは把握し切れません。それでは全団体に幾つやりましたという実績

報告を出してもらうようになりますので、それは相手方の負担もありますので、そこは我々

の責務としては御紹介まで、つなぐところまでが、今、事業としてとらえておりますので、

そこのところはカウントしていません。 
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 金融広報委員会さんとかそういったところとは、東京都が一緒になって講座をやった、

講演会をやったといったところはカウントしていますけれども、例えば金融広報委員会さ

んがどこかの区市なりと連携をとって事業をやられたとかという場合、都が直接関与して

いないところはカウントし切れないものですからカウントしていないという状況です。 

○越山部会長 混乱させてしまって申しわけありません。 

 何か。 

○増田委員 皆さんの御意見も伺って、連携というのが何かというところをもう少し明確

に公表することで事業者あるいは消費者団体のほうが、今やっていること自体が連携なの

だという認識が深まるのではないかという気がいたしました。 

 出前講座の講師を派遣してもらうということ自体も実は連携につながっていくというこ

とも、まだ出前講座をやっていないような事業者さんたちに理解されるのではないかと思

います。都の消費者教育に関する連携というのは、こういうことも考えているのですよと

いうようなことがわかるようにしていただくといいのではないかと思います。 

 そういうふうに考えますと、新しいところとの連携ばかりではなく継続することが重要

ということで来年度は進めていくということについては非常に重要なことだと思います。

私どものような消費者団体というのは連携することを常に考えていますからいいのですけ

れども、事業者の方たちというのはそれがメーンではないので、常に連携していくという

意識づけを都のほうからしていくということがとても重要だと思います。そのためには何

をしたらいいのかということですが、新たな情報提供であったり、また講座をお願いしま

すというアプローチだったり、これはできるかどうかわからないのですけれども、もし連

携しているところの公表ということがされれば、モチベーションも高くなるとかいうこと

もあるのではないかという気はいたしました。 

○洞澤委員 今の増田委員の御意見に関連してということなのですけれども、私もどうい

う形が連携なのかということを明らかにすることが非常に重要だと思っていて、例えばこ

ちらから一方的に知識、情報を提供することだけではなくて、自分も主体的にかかわって、

例えば出前寄席とかをみずから団体なりに製作して取り組んでもらって、それを都が後押

しするという形も連携なのだよということがわかったり、あるいは、資料のほうにもあり

ますけれども、事業者の消費者教育に関する自主的な取り組みを都のホームページで紹介

してもらえるというようなことがわかれば、それは事業者側にとっても消費者教育に取り

組むということの姿勢を都で紹介してもらえる、それも連携なのだということがわかって、
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インセンティブというのですか、湧くのかなと。今回こういった分類がしていただけたこ

とで、私自身は連携のカウントのしやすさが非常に増したと思いますし、こういったこと

をもうちょっと細かく連携の主体たちに情報提供していけることによって何か活動の幅も

広がっていくのではないかというふうに思いました。 

 以上です。 

○上村委員 今、連携の定義とカウントの仕方に関して整理がされているところなのです

けれども、先ほどの御説明の中で、まず、市区町村がやるべきものに関してはカウントを

しないでおこうというのが一つ大きな御提案だったと思うのです。それはそれでいいかな

と思うのですけれども、それであれば市区町村のほうでどういうふうに自分たちの活動を

カウントしてもらうのかというのをある程度こちらから提示するほうがいいのかというふ

うに思いました。 

 先ほど言われたように、小学校であるとか中学校は市区町村のほうで把握がされるもの

であるだろうから、都ではそれはカウントをしないで高校であるとか大学であるとか、そ

ういうところの活動に関してカウントをしましょうということでしたので、それは都のほ

うでこういう連携先としてカウントをしますので、市区町村のほうではこういうものに関

して考えてみてくださいというようなお願いというのですか、情報提供があって都のカウ

ントのときには小学校、中学校の教育委員会が多分中心になるようなところは、まずはカ

ウントしなかったですということでやっていただければというふうに思います。 

 今度カウントするときに、誰がどういう形でコーディネートをしているものかというの

をできれば明確にしてほしいというふうに思うのです。推進計画などでも連携のときに、

その地域でのコーディネーターが誰なのかというのが非常に重要になってくるわけです。

きのう、実は大分で消費者教育フェスタをやっていたのですけれども、それは横浜市教育

委員会の家庭科の指導主事さんがコーディネーターになって、横浜ではこういうふうに市

の中での連携を進めていった事例ですというので教材なんかを御紹介されていました。前

に消費者教育学会などでは相談員さんがコーディネーターになって、この地域はこういう

ふうに連携をかけましたという、誰が中心になってどういうところと連携をかけているも

のなのだというのがわかると、こういう連携のタイプがあるのだな、事業者の場合と連携

するときには金融広報さんであるとか、どことどこがどういう形で連携をかけているもの

なのだというのがわかる形のモデルですか、例え方は直接ではないかもしれないのですけ

れども、幾つかパターンがあるときに、コーディネートをしているところが誰か、中心人
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物が誰というか、そういうものがわかると連携の仕方も見えてくるし、それでこういう連

携の仕方であるとカウントがされるというのがより見えやすくなってくるのかというふう

に思いましたので、連携の定義を明確にしてカウントをするときに中心人物とかコーディ

ネーターさんの組織なのか人物なのかを少し意識していただけるといいかというふうに思

います。 

 以上です。 

○越山部会長 非常にいい御意見がいろいろ出てきているかと思います。ほかに何かござ

いますでしょうか。 

 もしよろしければ、今、幾らか出た御提案の中で既にお考えだとか、今回こういう連携

の仕組みについて整理し直してみるといろいろなことがわかってきました。もし何か追加

の説明などございましたらお願いします。 

 このカウントの方法は毎回いろいろ御意見がありますが、今回非常にクリアになってき

て、そのおかげで、こういうふうに広報の仕方や透明性の確保をして、呼び込んだり、意

識を向上させるような方向性を考えるよい手だてになっていくのかなと期待できます。今

回、この区分の整理の方法をやられてみて、何かお気づきの点などがございましたら補足

いただければ幸いです。 

○消費生活総合センター所長 消費生活総合センターの吉村でございます。いつもお世話

になっております。 

 確かに、この計画をつくったときには、連携というものについて、先ほど宮阪委員がお

っしゃられたように、一緒に事業をやっていくということを主眼に置いて考えていたので

すけれども、この３年間、消費者教育をセンターと部を含めて強化してくる中で、最初に

イメージしていた以上にいろいろな連携の仕方があるのだなということを改めて感じてお

ります。今回この表を整理するに当たりまして所内で検討しましたときも、先ほどの御意

見のように出前講座で講師を送っただけで連携として数えていいのかとか、あるいは、例

えば事業者団体様がやられているいろいろな取り組みを紹介することを連携としてとらえ

てしまっていいのかとか所内でもいろいろな意見があったのですが、先ほどおっしゃって

いただきましたように、出前講座とか出前寄席を企画していただくということ自体が、い

ろいろな地域の団体さんが消費者教育を進めていこうという考え方、機運を盛り上げると

いうと大げさかもしれないのですけれども、そういうことの一つの契機になるということ

で考えていけば、今回、事務局のほうから提案させていただいたように、広く連携という
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ものをとらえさせていただいて、その上で、今、御意見をいただいたように、では、具体

的に東京都は連携をどういうふうに考えているのかということを、個別の団体名はどこま

で公表できるかわからないのですけれども、例えば同意していただいたところについては

公表していくとか、あるいは、内訳の数をある程度具体的に示していくことで、東京都は

こういうことを連携として考えていくということを伝えていくことができるのかというふ

うに思ったところでございます。感想ぽくなってしまいまして済みません。 

○越山部会長 急に振って申しわけありませんでした。なるほどなと思ったりしておりま

す。 

 ほかに何か御意見ございますでしょうか。また、この見方等についてもそうなのですけ

れども。 

○消費生活部長 いろいろ御意見いただきましてありがとうございます。 

 連携の仕方というのは、吉村所長のほうから話があったように、いろいろな形があって、

余り狭めてしまうと逆に広がりがなくなるので幅広に実績を見ながら整理をさせていただ

いたところがあります。目標を設定して目標管理をしていきますので、どれが目標達成の

ための数値として入れていいかということを整理しておかないと、目標を達成するために

何でも入れてしまうということになりますので、一応この形で整理をしていって我々が事

業を進めていく、この形を拡大していくということでやっていったらどうかということで

センターと議論してまとめさせていただいたものです。 

 例えば、いろいろお話の中でも出てきましたけれども、もっと多様な連携の仕方とかも

っといい連携の仕方とかも出てきて、きっと今の整理に当てはまらないものもお話を伺っ

ていますと出てくる可能性があるのかというように感じますので、そういったものがもし

出てきて新しいタイプの連携のスタイルというのでしょうか、この中に整理しにくいもの

がもし出てきて、そこに実績が出てきた場合は、この場でお諮りをして、こういう新しい

ものが出てきました、こういうコーディネーターさんがやってくれていいことができまし

たということが出てきましたら、それをここの場で御報告させていただいて、それをこの

目標値の中にカウントしていいかということを御承認いただいて、よければこの１８０の

達成として追加していくとか、そういう形でなるべくいろいろなところと関係を持って、

これは消費者教育の幅を広げていこうという考え方ですので、そういう形で進めていって

いただければ、よりいいものとして機能していくのかと。ただ、一応目標を管理していく

以上、何でもかんでも入れてしまうとまたわからなくなってしまうということになってし
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まいますので、この整理の中で進めていきたいというものでございます。 

○越山部会長 ありがとうございます。 

 決して連携という定義を明確にし、どれを入れてどれを外すかを毎回ここで議論してい

くという必要性はないように思えます。新しい連携の仕方などは目的に沿うものであれば

積極的に進めていっていただき、事後報告していただいてもいいような気がします。非常

に前向きなお話をいただき、感謝いたします。 

 このカウントの方法にして、改めて実情がクリアになってきたと思います。数値目標に

関しては特に何かございますでしょうか。 

○消費生活部長 一応、１６４とか１８０とか大きい数なのですけれども、これを見てい

ただきますと、個別の事業連携団体のところに黒丸とか白丸がついているのですけれども、

白丸で新しく一緒にやっていた団体さんが割と多いのです。実は継続しているところがそ

んなに多いわけではなくて、絶えず新しいところを開拓したり、先方からの御依頼があっ

たりして、この数、規模が維持できていますので、そういう意味では、やはりこれが安定

的にずっとおつき合いいただけるようになると本当に幅が広がってくるのですけれども、

現状としてはかなり出入りが多いという状況ですので、それが整理をしてよくわかってき

ましたので、一遍おつき合いいただいたところに継続しておつき合いいただくと、また新

しいところがどんどんふえていくということになるのではないかと思っていますので、そ

こら辺も今回の目標の中でしっかり考えていきたいというふうに思っているところです。 

○越山部会長 確かにそこは非常に難しいですね。 

 金融広報委員会さんはいろいろなニーズに沿って、その都度内容をコーディネートして

お話ししたり、教育の場を進めたりしていると思いますが、今年はあるが来年はなかった

り、不定期なケースもあったりすると思います。連携というのは継続的に実施する難しさ

があるような気がしますが、もし何か御意見等がございましたらお願いできますか。 

○宮阪専門員 我々がいろいろな事業を組むとき、その事業の中にイベントもあれば講座

への講師派遣もありますが、まず、「連携」といった場合には、どこと一緒に「連携」して

何をするかというふうに考えます。ですから、どこに派遣しているかといった意味での「派

遣先」と「連携先」とは明確に区別していますし、どこから派遣依頼があったのかといっ

た「派遣依頼先」も明確に区別しています。さらには、「派遣場所」が「派遣先」と異なる

場合もありますので、これも含めて明確に区別して整理しています。要は、そのように区

別して管理しておかないと、正しい「要因分析」や、「チャネルの分析」をすることが出来
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ないと考えているからです。この点は非常に重要なことであると考えていまして、講座実

施後に行う「アンケート結果」と併せて、「質の高い講座を継続的に実施出来ているのは何

故だろう」とか、「逆にどうして上手くいっていないのか」といったことを確りと考える材

料としても有効に活用しています。 

 このようにして細分化した材料をベースに正確に「評価」すること大切なことです。東

京都金融広報委員会においても、必ずイベント・講座等の事業の都度、「評価」を行います。

「評価」することで、やはり新たに見えてくる視点がございますので、こうしたＰＤＣＡ

を繰り返すことで、先々、事業を改善できたり、継続できたり、或いはやめたりといった

ことに結びついていくと考えています。 

 繰り返しになりますけれども、「連携」の定義を明確にしたうえで、開示できる可能な範

囲内で確りと「開示」していくということであれば誤解されることもないでしょうし、い

ろいろな形でいい形になるのではないかというふうに思っています。 

 以上です。 

○越山部会長 どうもありがとうございました。 

 非常にいい御意見が多く出てきました。また、事務局の皆さんが新たに整理し直したり、

それに基づいて中身がわかりやすくなったことも感謝します。加えて関係機関の意識を向

上させるという方策についても御意見をいただきました。それらも踏まえて、多様な主体

のほうですが、この数値目標に関しては御了解いただいたとして、いろいろ御意見をいた

だいた件については引き続き事務局様のほうで今後の戦略等に生かしていただければ幸い

に存じます。 

 時間が押してまいりました。区市町村への支援の箇所ですが、いろいろ難しい部分はあ

る中で、急に増えていくのはなかなか難しい部分があろうかと思いますが、この数値目標、

または、この数値根拠等の資料に関して何か御意見等はございますでしょうか。 

○上村委員 区市町村さんは、本当にやっていらっしゃるのです。それを協議会という形

まで持っていくハードルが非常に高いというふうに思っていらっしゃるのではないかと思

うのです。消費者庁は都道府県を一覧表にして地図上に、ここは何月に協議会をつくりま

したみたいなのを公表していますよね。やはり都道府県の担当者の方は、あれを見て何県

はいつ出した、協議会をつくった、どうやってつくっただろうといって資料を集めて、こ

のレベルで協議会なのだ、では、これでいいかなみたいな感じで消費者庁のほうに連絡を

入れていらっしゃるということがあるので、できるならば東京都のほうも区市町村にこう
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いう形で、今、千代田とか新宿、江東、葛飾はやれているけれども、今やっていらっしゃ

るのはこの程度というか、例えばこの会議の中に誰かが加わっていただくということで可

能ですよとか、そういうふうに言っていいのかどうかわからないですけれども、そのレベ

ルでもそんなにやっていらっしゃることに追加をしなければならないのではなくて、今ま

でやっていらっしゃるものに乗っけることで協議会というのは可能ですよという情報をお

知らせいただいて、市区町村がやっていらっしゃる活動を東京都できちんと把握していた

だいて、より支援がしやすい体制をつくっていただきたいというふうに思います。非常に

ハードルが高いように思っていらっしゃるものをそうではないですよという形でお伝えす

れば、もう少しここは、今まで知っている限りにおいても足立とかいろいろな実績のある

ところはどんどん上がってくるのではないかと思いますので、そこをお願いしたいという

ところであります。 

 東京は多様な市区町村の活動の仕方がされていますので、世田谷とか杉並とかされてい

るところの特色を出して、新しいそれぞれの特色を見せていくのに、一度東京都がここで

把握したいものなのだという、私としてはそういう形で東京都が動いていただけるといい

なと、直接消費者庁とかセンターと連携するということもあるかもしれないけれども、東

京都の消費者教育として一度それぞれの市区町村がやっていらっしゃるものをきちんと把

握して見せていくためにも、ここにこういう連携の形がわかるような協議会を一つ置いて

もらえないだろうかとか、そういう検討をしてほしいということで話しかけをしていただ

くと、本当にいろいろやっていらっしゃるのが見えてくるのではないかというふうに思い

ますのでよろしくお願いします。 

○越山部会長 ありがとうございます。 

 それでは、区市町村への支援の数値目標に関してもよろしいでしょうか。 

（「はい」と声あり） 

○越山部会長 ありがとうございます。 

 それでは、この到達目標の資料４に関しては、この内容のまま御了解いただけたという

ことで、先ほどの御意見等を踏まえて今後の戦略について御検討いただければ幸いに存じ

ます。 

 それでは、審議の３として、東京都消費者教育アクションプログラム平成２８年度取り

組み予定についての議題に入らせていただければと思います。 

 先ほど審議いたしました平成２７年度の取り組み実績と到達目標を踏まえ、平成２８年
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度に予定している取り組み等について事務局から御説明の上で、次年度のアクションプロ

グラムについて御審議いただきたいと思っております。 

 それでは、事務局からアクションプログラムの平成２８年度の取り組み予定について御

説明をお願いいたします。 

○企画調整課長 それでは、資料５に基づきまして御説明をさせていただきます。 

 基本的に、先ほど御説明しました２７年度の事業の継続というものが多いので、説明は

簡略にさせていただこうと思っております。 

 まず、「多様な主体との連携」につきましては、それぞれ今、目標値にもなりましたよう

なことも踏まえまして、出前講座とか事業者の取り組みの状況をホームページで御紹介し

ていく。また、そういったような実績も、本日はお配りできる資料が御用意できなくて大

変申しわけなかったのですけれども、そういったものをできるだけ内容がわかるような形

で公表していくような取り組みを進めていきたいと思っております。 

 基本的には、「多様な主体との連携」の１から６までは本年度のものを継続して実施して

いくというようなところで考えております。 

 また、区市町村への支援につきましても、基本的な方向性は変わっておりませんで、ま

た、区市町村のニーズ、いろいろな御意見をいただいたところを踏まえながら必要な情報

提供等を行いまして、それぞれの取り組みを進めてまいります。 

 次の「ライフステージごとの取組」でございますが、最初の若者の消費者被害防止に関

しましては、多少やり方は工夫していくようなところもありますけれども、キャンペーン

や若手の漫才コントを活用して普及啓発を図っていくとか、ホームページを見やすく改良

していく。また、先ほど申し上げましたアプリは事業終了となりますので、３－５は欠番

ということになっております。それにかわるようないろいろな情報発信も工夫してまいり

たいと思っております。 

 ４番目の「高齢者の消費者被害の防止」といったところでは、キャンペーンや見守りの

人材向けの講座、こちらは先日御答申いただきました審議会の高齢者の見守りネットワー

クの普及拡大というか取り組みの強化に向けまして、見守り人材向けの出前講座というの

は２８年度は事業を拡充いたしまして年間３００回を予定しているところでございます。

これはまだ予算審議中でございますので予定ということにさせていただきます。 

 また、高齢者向けに悪質商法の手口をわかりやすく紹介する効果的な取り組みというの

は、今年度試行で行いましたので、来年度は本格的な事業展開を予定しているところでご
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ざいますので、２８年度も拡充予定ということにさせていただいております。 

 また、今年度まではこちらに地域における高齢者見守りネットワークの支援という項目

を記載しておりましたが、いろいろ御審議いただいて、２８年度はそれぞれ区市町村のチ

ェックシートの作成とか、それに向けた区市町村の取り組みということになりますので、

今の段階で消費者教育といったところとはちょっとフェーズが異なってきておりますので、

それはそれで進めるのですけれども、消費者教育という中からは事業としては掲載しない

というような整理をさせていただいております。 

 また、５番目の「子供の安全確保」といったところで、セーフティグッズフェアとか来

場者数も多くなってきておりますので、そういったような目で見える形でのイベントへの

普及啓発にも力を入れてまいりますし、また、事故防止ガイド等もいろいろな事故の状況

等を踏まえたものを工夫し、配布先等も工夫してまいりたいと思っております。 

 簡単ですが以上でございます。 

○越山部会長 ありがとうございます。 

 それでは、平成２８年度のアクションプログラムについて御審議いただきたいと存じま

す。また、これに関連して今後の消費者教育のあり方など自由に御発言いただき、意見の

交換等も行えれば幸いに存じます。 

 それでは、何か御意見等はございますでしょうか。 

○上村委員 今後のものも含めてということでしたので発言をさせていただきますと、今、

きのうの文部科学省の消費者教育フェスタなどでも、公正で持続可能な社会というのをど

うやって築いていくのか、そういう視点で、例えば石川の公民館、島の公民館活動とか、

そういうものも消費者教育だという地域興しで高齢者が子供たちと一緒になっていろいろ

な今までの地域にある生活文化を子供たちに伝えていって、こういう暮らし方があるよね

というのを子供たちに教えてきた、環境教育だと思われたり、地域づくりだと思われてい

るようなものは、実は消費者が自覚的に消費生活をするための消費者教育なのだというと

らえ方の転換をしているところなのです。 

 そういう意味でいったときに、今、アクションプログラム、ライフステージなどで考え

られているところが被害の防止というところに消費者教育の活動内容が限定をされてしま

っているように思いますので、そこももう少し広がりを考えて、東京都ならではのこの後

の消費生活、お金の使い方も含めて少し広げた考え方で展開をしていただけるといいかな

と感じたところでありますのでよろしくお願いします。 
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○越山部会長 ありがとうございます。 

 今の御指摘に関して、何か御回答とかはございますか。よろしいですか。 

 それでは、引き続き御意見等、今後のあり方についてでも結構です。 

 お願いします。 

○宮阪専門員 実は、今の点については上村先生と同じ考えを持っておりまして、ライフ

ステージに応じた施策が「消費者被害防止」ばかりになっているのですが、今世間でよく

聞かれる言葉として「老後リスク」という言葉がありますが、やはり若いうちから生活設

計を確り行っていくことの大切さや、「ライフプラン」を作ったりライフデザインを描いた

りする必要性は一段と高まっていると考えていまして、もしそういう分野をアクションプ

ランに入れる余地があるのであれば、ぜひ入れて頂きたいと思っております。 

 それと、先ほど御説明頂きました資料５をみますと、例えばこの中の２－４に「消費者

教育推進地域協議会等の設置への支援」ということが書かれているわけですけれども、こ

ういったものを含めて、回数の目標みたいな「量の目標」に止めるのではなく、「質の改善」

についても明確にうたわれるような工夫をして頂けるのがよいのではないかというふうに

感じております。 

 以上です。 

○越山部会長 今、言われた質の改善というのは、協議会を設置することで消費者教育の

推進にどのような意識の変化というか動きが生ずるかという、そういう価値観みたいなこ

とを言われているのですか。 

○宮阪専門員 例えば２－４ですと、働きかけの仕方を来年度は今年度とは違いはどうい

うふうに工夫して改善していくのかという、そういう意味での「質の改善」です。それ以

外にも「多様な主体との連携」であるとか、多分、全項目一致していると思うのですけれ

ども、来年度の施策を考えていく際に必ず今年度の実績や反省を踏まえて考えていくこと

になると思いますので、どうやって「質を改善」を図っていくのかというところを是非考

えて頂ければと思っております。 

○越山部会長 ありがとうございます。 

 ほかに何かございますでしょうか。 

○長谷川委員 講師派遣をするときの東京都の消費者啓発員（コンシューマー・エイド）

という方々がおられるということですが、今、どれくらい人数がおられるのか、登録要件、

資格要件みたいなものがあろうかと思うのですが、どういうもので、一般の例えば事業者
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の中からこういう方になっていただけるような道が開けているのかというのが１点と、事

業拡大といいますか、対象が広がったり活動が活発になるにつれてこのような方々の人数

的な面での考慮も必要になって来るのではないかと思うのですが、そういう育成に向けた

計画とか、お考えがあるのであればお伺いできればと思います。 

○消費生活総合センター活動推進課長 消費生活総合センター活動推進課長、江寺でござ

います。 

 コンシューマー・エイドは、現在３７名おります。 

 資格要件でございますけれども、消費生活相談員などの資格を備え、地方公共団体の窓

口で消費者相談員として３年以上の経験がある方です。公募を行い私どもの、試験を受け

ていただきます。まず書類審査などの第一次選考を合格をされた方にプレゼンテーション

能力養成講座を受講していただき、そのプレゼンテーション能力を図る第二次選考を受け

ていただいて、それを合格された方がさらに先輩コンシューマー・エイドに同行し、数回

実際に講座をやっていただいて、その後でひとり立ちしていただく。それで終わるわけで

はなく、毎年度再養成講座という研修会を実施しております。年間６回程度、消費生活に

限らず、例えばこれから行う再養成講座のテーマですが、認知症に関する基礎知識や繊維・

洗濯などの衣類に関する最近の傾向についてなどのかなり幅広の研修会を実施して知識を

積んでいただいた上で活動していただております。 

 育成計画でございますけれども、今年度は、１０名増員したところでございます。これ

は消費者教育の充実に伴い出前講座を拡大して実施するというところでコンシューマー・

エイドが不足することが予想されましたので、増員いたしました。 

 育成についてはただいま申し上げたとおり、再養成講座で新しい知識をふやしていただ

くなど研鑽を積んでいただくということと、それから、人数的には実際に活動していただ

いて不足が出ればまた募集をかけたいというふうに思っております。 

 以上です。 

○越山部会長 よろしいですか。どうもありがとうございます。 

 私もよく知らなかったのですが、その専門の方というのは、個別に法律や契約などの分

野に詳しい特定の専門家というより、幅広く消費生活分野のことを知っている方というこ

とでしょうか。 

○消費生活総合センター活動推進課長 専門分野に詳しい方もいらっしゃいますけれども、

繰り返しになりますが、基本的には消費生活専門員、消費生活アドバイザーなどの相談員
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資格を持った方で、区市町村など地方公共団体での消費者相談に携わってから３年以上の

御経験を持った方ということなどが応募資格になっています。ただ、その中でも非常に専

門性の高い方もいらっしゃるので、お申込のオーダーに応じて適合したコンシューマー・

エイドを派遣させていただいております。 

 私も習志野市でそういう相談員の方に何度か授業に来ていただいたりしていますので、

広い地域の方というのは学生についてもいろいろな質疑応答にも耐えられるので非常にあ

りがたいところでもあります。 

 ほかに何かございますでしょうか。 

○増田委員 このプログラムに関してはこのままで賛成いたします。 

 中身について少しお話しさせていただきたいのですけれども、高齢者は今ある財産を守

る必要がありますから、被害の未然防止とか悪質商法、消費者トラブルに遭わないように

という視点はすごく重要だと思うのです。若者に関しては、それにプラスして、これから

の生き方について重要なので、先ほど宮阪委員のほうからもお話があった、生活設計、ラ

イフステージに合わせたやり方ということとか、あとは食生活に関してはとても重要では

ないかと思います。 

 今、健康食品に関して機能性表示食品が出て、１８０種類ぐらい届け出が出ているそう

ですが、そんなにたくさん出ているにもかかわらず、買う側がそこら辺の区別がつかない

状況だと思います。消費者庁のほうも来年度以降、健康食品に関する教育というものに力

を入れていきたいということをおっしゃっていました。 

 そういう意味で言うと、栄養をバランスよくとりましょうというだけではなくて、それ

とは別に健康食品も高校生が普通に買っているわけですから、それがむだ遣いになるかも

しれないとか、そういう意味での取り組みは、中学生だったら区市の支援にもなるかと思

います。そういうことも含めて中身の支援というのを考えていただいたらいいのではない

かというふうに思いました。 

 教育委員会がどういうふうに考えるのかとか、そういうところもあって外からアプロー

チするのが大変難しいところです。私どもの団体では健康食品の講座に特化したものを来

年度つくろうというふうにも考えておりまして、そのための資料も考えているところでご

ざいますので、そういうような支援をしていただくといいかなと思います。 

○越山部会長 新しい法律や改正、新しい商品、新しい事故などがでてきたら、それに合

ったリーフレットや相談の拡充、重点的な啓発などをやられているのだと思います。そう
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いう意味でも今のような御指摘というのは、危害防止にすぐにつながるわけではないかも

知れませんが学習できる機会が増えてくるといいなと思いますので、ぜひ御参考にしてい

ただければ幸いでおります。 

 あと何かございますでしょうか。お願いします。 

○板寺専門員 私、民生委員・児童委員の立場から、皆様の御意見等々をお伺いして活動

のほうにつなげられればというようなことを思いながら参加させていただいておりますけ

れども、先ほどの東京都並び区市町村からの普及啓発活動に関しまして、いろいろな取り

組みということで出前講座、また、出前寄席など、事業者による啓発活動とかいろいろな

配布物によるグッズなどを、私ども、また地域も含めて配らせていただいて普及啓発に取

り組んでいるという中では、ある程度の一定の効果というのは肌身に感じるのです。その

出前寄席、いろいろな形の中でそのような発信したことに関しまして、それに関して高齢

者の方々の認識というのが非常に高まるという点ではとても効果があるのではないかと思

っています。 

 ですが、出前講座などは一定期間おきますと、やはり高齢者の方々はそのことの思いが

若干薄くなってくるのかなというふうにも思ったりします。そして、私たちが一番考えな

ければいけないのは、このような啓発活動に出てこれない方、呼びかけに関して出向いて

いただけない方がかなりいらっしゃいます。そういう方に対しての普及啓発ということも

少し取り組みの中で考えていただければありがたいなというふうに思っております。 

 根強いというか地道な活動に関して、私たち、また関係機関が地域の方たちと一緒に訪

問させていただいて、そのような形で普及啓発、防止につながればというようなことなの

ですけれども、先ほどの連携の団体などたくさんのいろいろな分野の方からの御協力、連

携がいただけるのかというふうに考えますと、そういういろいろな分野で区市町村の出前

講座もそうなのですけれども、いろいろな角度から防止につながるのではないかというよ

うなことで非常に心強く思っています。 

 以上です。 

○越山部会長 ありがとうございます。 

 今の御指摘というのは、この基本計画を作成する最初の段階で議論になりました。どん

どん積極的にコミュニティーに参加してされる高齢者もいますが、なかなか来ていただけ

ない高齢者に契約上のトラブルなどの消費生活上の問題を回避するためのいろいろな学習

の機会をつくるにはどうしたらいいかということですね。どう伝えればいいのかというの
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は当初からの課題もあり、高齢者を対象にした消費者教育のあり方は、この協議会の大き

なテーマの一つです。幸いにも消費者安全法の改定で、福祉部門の方々と連携した形で消

費者教育もなされることが期待されています。消費生活部門の方から直接高齢者に何かを

積極的に伝えるのに難しい部分もあろうと思います。しかし、今後は福祉部門の方々どん

な消費者教育があるのか、どのような問題が起きているのかなどを伝え手段として、今回、

４－２として拡充した形で高齢者を見守る方々向けの出前講座みたいなものもどんどん積

極的に入れていただいたりしています。御指摘されたとおり、なかなか情報が伝わらなか

った高齢者への対応が、法律もできてこのような連携した基盤ができ、さらに、拡充され

て対応できる可能性も期待されています。ぜひ今の部分は何らかの効果がどんどん増えて

くることを期待しているような次第でございます。 

○洞澤委員 私からも何点か。今、御指摘もありましたけれども、先般の審議会の中でも

福祉部門と消費生活部門の連携ということが一つの大きな課題として指摘されていたかと

思いますが、草の根のレベルのところで、今回拡充の対象になっている高齢者見守り人材

向けの出前講座というものが非常に重要になってくるかと思っています。その中で、ぜひ

とも消費生活センターの機能などについても知っていただけるように、こういった方々に

もそういった情報の提供もしていただきたいと思っているということが１点目。 

 それから、２点目として、先ほど来申し上げおりますが、多様な主体がみずから主体的

に教育にかかわっていくということが非常に重要だなと思っております。 

 自分自身の体験ということでもないのですが、東京都さんのお仕事の関係で、お笑いの

芸人さんたちが悪質商法の被害をコントのような形にして公表するというような企画がこ

このところ年に１回行われているかと思うのですが、それに関与していて非常に実感して

いるのは、恐らくそこに関与してくださっている芸人さんなり学生さんなりというのは、

自分たちのお笑いを公表する機会を得たいとか名前を知ってもらいたいというような思い

もあるとは思うのですけれども、間違いなくこういったものがあるよというようなことで

情報が引き継がれていて、かつ、参加されている芸人さんなり大学生の方なりというのが

年々知識も蓄積されて、恐らくなかなか高度な内容になってきているなと思うのですけれ

ども、そういった形であったとしても、その方たちが地域に戻られたときに一つの重要な

情報源というか、見守りの主体としても活躍していただける何かにつながるのではないか

ということを非常に実感しております。できるだけワンウェイという形ではなくて、相互

で連携して、かつ、主体の方に積極的にかかわっていただくということが重要かと思って
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いる次第です。 

 それから、３点目として、やはりインターネットをもっと活用していただくのが重要か

というふうに思っていて、これは私が知らないだけなのですけれども、四コマ劇場とかい

う漫画が冊子で配布されているのは知っているのですが、こういったものも著作権者との

権利関係の問題とかがあるのかもしれないのですけれども、インターネットとかでも閲覧

ができるような形にすると気軽に見られるのかなというような、それは細かい話なのです

けれども、そういった活用もしていただけるといいかなというふうに思いました。 

 以上です。 

○越山部会長 ありがとうございます。 

 いろいろ御意見をいただきました。それでは、資料５のアクションプログラムの件に関

しては、特にこれではというような御意見がなければ、この内容の方向で進めていただけ

ればと思います。 

 最後で大変恐縮ですけれども、私も１点だけ専門分野から意見がございます。最後の５

の「子供の安全確保」の箇所に関してです。近年、私もいろいろなところで子供の事故の

ことについて啓発をさしております。近年でも、パック洗剤、ボタン電池、医薬品のＰＴ

Ｐの問題など、子供の誤飲事故が後を絶ちません。しかし、あまり注目されなかったもの

を前向きに対応していこうという動きもでてきています。いますが、実は私自身も普通救

命指導の普及員をしたりしています。その中で若いお母さん方に、子供が誤飲したときに

すぐ吐き出せるような応急措置の方法みたいなことを教える機会があります。東京都も積

極的にこのような救命講習をやっておられますが、そんな中で、ただそういう動作だけで

はなくて、実は子供のこういう誤飲事故が最近非常に増えていて、そんなときのためにも

こういう救命動作が重要なのですよというような連携情報共有した啓発の仕方もあるのか

と思っております。子供の製品事故に関連する安全問題に関してもいろいろな連携や協力

で有機的に普及に努められればと思ったりしております。これはあくまでも意見です。そ

のような機会がございましたら、ぜひ参考にしていただければと思っております。司会者

が長々とお話しして大変申しわけありませんでした。 

 それでは、資料５の平成２８年度のアクションプログラムに関して、このような形で御

了承いただければと存じますけれども、よろしいでしょうか。 

（「はい」と声あり） 

○越山部会長 どうもありがとうございます。 
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 それでは、最後に全体を通して御意見とかがございましたらお願いできれば幸いです。

よろしいですか。 

 それでは、時間になっておりますので、本日は御意見をいろいろありがとうございまし

た。いただいた御意見等を踏まえて、事務局で平成２８年度版の消費者教育アクションプ

ログラムを作成させていただければと存じます。作成したアクションプログラムにつきま

しては最終的な内容について、もし部分的に修正等が出てきましたら、部会長と御相談を

させていただいて詰めさせていただければと思います。きょうの御議論の中だとそんなに

大きな変更等はないと思いますので、基本的にはきょうの御賛同いただいた方向性でまと

め、完成としていただく方向で進めさせていただければと思っております。そのような方

向でよろしいでしょうか。 

（「はい」と声あり） 

○越山部会長 ありがとうございます。それでは、そうさせていただきます。 

 それでは、今後の予定についてなど、事務局より御連絡をお願いいたします。 

○企画調整課長 大変貴重な御意見の数々、どうもありがとうございました。消費者教育

の基本計画につきましては、計画の中で特に重点的に取り組む世代、テーマということで、

今、御議論いただいた５つのテーマが決まっておりますけれども、消費者教育の計画の中

には種々事業として取り組むべきものが入っておりますので、本日いろいろ御意見を踏ま

えて、もう少し事業を整理いたします。現在、アクションプログラムには入っていないけ

れども、計画のほうには入っているものもありますので、そういったものにつきましては、

また越山先生と御相談の上、アクションプログラムへの事業の追加ということも検討した

いと思っておりますのでよろしくお願いいたします。 

 また、本日いろいろ御意見いただきましたけれども、さらにもう少しこういう考え方も

あるなど御意見ございましたら、メール等で結構でございますので２月２日までに事務局

までお寄せいただければ、それも加味したものを検討したいと思っております。 

 アクションプログラムにつきましては３月中を目途に作成いたしまして、皆様にお送り

させていただきまして御確認をお願いし、部会長の御了解を得てから印刷ということにさ

せていただきまして、次年度になりますが、次回開催の消費生活対策審議会の総会で御報

告させていただく予定にしておりますので、よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○越山部会長 ありがとうございました。 
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 それでは、これをもちまして第３回「消費者教育推進協議会」を閉会させていただきま

す。 

 第２３次の消費生活対策審議会の部会としては最後の開催となります。お忙しいところ、

ここまで御尽力、御協力いただきまして大変ありがとうございました。どうもありがとう

ございます。 

午前１１時５０分閉会 


